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附　則
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編　集　後　記

　平成２９年度の近畿大学教育論叢第２号を発行することになりました。本号は４本の論文を掲

載しております。第１号に引き続き、多くの論文をお寄せいただきまして感謝申し上げます。

　４本の論文はいずれも、学校教育に関わる今日的な課題に向き合い、教育実践を考えるに当

たり示唆に富む考察が展開されています。まず、下村論文では、教科教育法の授業で実践され

ている模擬授業をもとに、学生たちがいかにして ICT の活用技術を修得しているのかを報告

しています。ICT の活用をきっかけに、学生たちが授業をいかにして双方的に構成するかに関

心を向けるようになり、結果として主体的で対話的な学びを創出することへの意識が生まれて

いることもまた、有益な成果として示してくれています。

　次に、上藤論文は、大学におけるキャリア教育・キャリア支援事業の在り方をめぐり、理論

的な背景を精緻におさえ、かつ実践事例を援用しながら、その現状と課題を明らかにしていま

す。そのうえで、これからのキャリア教育・支援に何が必要かを具体的に提示してくれていま

す。

　そして、杉浦・奥田論文は、学校の教育課程の実施に際して重要視されている「カリキュラ

ムマネジメント」について、それが目標設定や組織づくり、学校内外の連携、評価や改善に係

る活動をも包含する複合的な概念であることをおさえ、美原中学校のカリキュラム策定を例に

用いながら、「カリキュラムマネジメント」の実際を明示してくれています。

　最後に、西仲論文は、中学校の修学旅行の学びにキャリア教育を結びつけた実践をもとに、

その意図や教育効果を報告しています。この取り組みは、先の「カリキュラムマネジメント」

ともつながるところが大きく、学校における教育活動のマネジメントの意味とともに、生徒の

将来を見据えた教育活動の必要性を改めて考えさせてくれます。

　専門分野を異とする研究者の問題意識や研究成果を、このように一冊に収めることができる

のも、紀要ならではの面白さではないでしょうか。ぜひご一読いただき、この紀要をきっかけ

として議論を交わし、それぞれの研究に生かしていただければ幸いに存じます。

　なお、各論文に使用されている画像に関しましては、本人及び関係者の承諾を得るなど、倫

理的配慮が十分になされていることを編集委員会にて確認いたしました。ここに改めて記しま

す。
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